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項目１関係資料
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（１） エネルギーミックス
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お客さまに良質で低廉な電気を安定的にお届けするのが、当社の最大の使命

エネルギーミックス検討の基本的観点（Ｓ＋３Ｅ）エネルギーミックス検討の基本的観点（Ｓ＋３Ｅ）

経済性
(Economy)

安定供給確保
(Energy Security)

地球環境問題
への対応
(Environmental

Conservation)

安全(Safety)



5電源構成電源構成の推移と電源開発の推移と電源開発

原子力発電、火力発電、水力発電などの各電源をバランスよく組み合せた電源構成

を念頭に電源開発を行っている。

出典：電源開発の概要等
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廉価・大量の

供給力確保
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脱石油
地球温暖化問題への対応

（注）10電力会社合計の電源構成比



6需要の変化に対応した電源の組み合わせ需要の変化に対応した電源の組み合わせ

電気事業連合会作成

【一日の電力供給イメージ（夏季の例）】

原子力

一般水力

石炭

LNG
揚水動力

石油

揚水発電

需要

0 6 12 18 24 （時）

（kW）

燃料供給および価格安定性に優れた原子力発電をベースとし、火力発電や揚水式等

の水力発電で需要の変化に対応

各種電源には長所と短所があるため、それぞれの特長を生かしながら運用することが

重要



7電源別コスト電源別コスト

CO2対策費用、原子力の事故リスク対応費用、政策経費等の社会的費用も考慮し試算。
原子力の発電コストは、割引率3％、設備利用率70％、稼動年数40年を前提とすると、8.9円/kWh以上。

18.7～21.6円/kWh

石油火力

8.2～8.7円/kWh3.9～4.2円/kWh1.4円/kWh発電電力量あたり燃料費

ＬＮＧ火力石炭火力原子力

出典：コスト等検証委員会報告書（平成出典：コスト等検証委員会報告書（平成2323年年1212月月1919日）日）
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出典：H22年8月 電力中央研究所 電中研ニュースＮｏ．４６８

化石燃料は発電時にCO2を排出。排出原単位は石炭、石油、LNGの順に大きい。
非化石燃料の原子力、再生可能エネルギーは排出原単位が小さい。

電源別ＣＯ電源別ＣＯ２２排出原単位排出原単位
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■■ 電源構成電源構成

■■ 自給率自給率

1%

36%

16%
8%

5%

25%

68%

4%

4%

27% 22%

3%

4%

9%

10%

8%

3%
6%

12%

15%

11%
42%

9% 10%

1%

3%
14%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

9% 9%
2% 1% 1% 1%

27%
15%

43%

5%

28%

45%

79%

27% 50% 13%

4%

44%
23%

1%

11%

26%

19%

14%

8% 11%

18%27% 23%

76%

18% 20%

2%

0%0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

4％
（20％）

出典：ENERGY BALANCES OF OECD/NON-OECD COUNTRIES,IEA
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原子力

再生可能
エネルギー等

天然ガス

石炭

石油

凡例

電源構成とエネルギー自給率の国際比較電源構成とエネルギー自給率の国際比較

イタリア日本 ドイツ イギリス アメリカ 中国フランス

イタリア日本 ドイツ イギリス アメリカ 中国フランス

エネルギー自給率
（下段は原子力を含む）

・端数処理の関係で
合計が一致しない
場合がある。

・数値は2009年実績
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化石燃料の価格変動化石燃料の価格変動

化石燃料価格は、新興国のエネルギー需要の増大や国際紛争リスクなどから変動幅

が大きくなっている。

安定的な調達先の確保や燃料調達オプションの多様化による価格交渉力の強化に

努めていくことが重要。

【化石燃料価格の推移（2002年1月の価格を100としたときの推移）】 ※ドルベース

出典：財務省貿易統計



11日本のエネルギー輸入状況日本のエネルギー輸入状況

LNG

出典：電気新聞「原子力ポケットブック2010年版」

出典：経済産業省 パンフレット「日本のエネルギー２０１０」

石油

【石 油】ほぼ１００％を海外から輸入し、そのうち約9割を中東地域に依存。
【石 炭】アジアに広く賦存し、豪州から多く輸入できるなど、極めて供給安定性が高い。
【ＬＮＧ】約９６％を海外からの輸入に依存しているが、輸入元は複数の地域に分散化。
【ウラン】広い地域に分布。

資源埋蔵量

（参考）
ウランの資源分布

石炭
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○パイプライン取引のみの
マーケット

・シェールガス開発進展により、米国
のLNG輸入は商業的に成立しなく
なった

・ガス需給は緩和、マーケットは低位
安定
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○LNGのみのマーケット
・石油価格リンクが主流、自国産他資
源や、パイプラインでのガス輸入に
よる代替といった売主に対する牽制
材料が少ないため、石油価格・ス
ポット需要の影響を直接的に受けや
すい

2010年 2011年

東日本大震災

全日本通関CIF
価格（JLC）

【LNG】

欧州天然ガス
価格（NBP）

【ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ取引】

米国天然ガス
価格（HH）

【ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ取引】

【$/mmbtu】日本

○LNG・パイプライン取引
並存のマーケット

・パイプラインガスが牽制材料となり、
LNG価格も石油価格リンク→NBPリ
ンクとなるものも出現、日本マーケッ
トとの乖離が拡大

欧州

○原油価格上昇に加え震災後の需
給逼迫懸念によるスポット価格高
騰により、日本のLNG価格は急騰。
今後も高水準のLNG需要が継続
すれば、引き続き高値で推移する
可能性が高い

・中長期的にアジア新興国の大幅需
要増も背景に、新規契約・価格改
定を迎えるLNG契約についても、
売主主導での価格交渉を余儀なく
され、高値で契約せざるを得ない
可能性も

・加えて、イランによるホルムズ海峡
封鎖が現実のものとなった場合、
世界のLNG輸出の1／3を占める
カタール・UAEからの供給が途絶
することとなり、更なる価格高や、
供給不安が発生するリスクもあり

日本の価格動向

米国

LNGLNG、天然ガスマーケットの動向、天然ガスマーケットの動向



13

（２） 原子力発電所の安全性向上対策
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全交流電源喪失の対策
⇒プラント監視をするために必要な電源設備を確保

最終ヒートシンクの喪失の対応
⇒蒸気発生器への給水設備を確保

重要機器の被水防止
⇒建屋の浸水対策を実施

○ 電源確保

○ 水源確保

○ 浸水対策

【安全確保対策】

福島第一原子力発電所福島第一原子力発電所事故事故から得られた知見から得られた知見

【地震による影響】

【津波による影響】

○ 地震発生により原子炉は正常に自動停止
× 地すべりによる送電鉄塔の倒壊等により外部電源が喪失
○ 非常用ディーゼル発電機は全て正常に自動起動
○ 原子炉の冷却に必要な機器は正常に動作

× 非常用ディーゼル発電機、配電盤、バッテリー等の重要な設備が被水
× 海水ポンプが損壊し、最終ヒートシンクが喪失（原子炉冷却機能喪失）

(最終ヒートシンク：最終的な熱の逃し場、あるいは逃し機能)
× 全交流電源（外部電源＋非常用ディーゼル発電機）が喪失

全交流電源喪失、最終ヒートシンク喪失が長期に亘り継続し、
燃料の重大な損傷、格納容器の破損など深刻な事態に陥った

｢多様化｣と｢多重化｣



15電源確保への対応状況電源確保への対応状況（大飯発電所の例）（大飯発電所の例）

監視機器等
への供給

※電源確保に
より電動補助
給水ポンプの
運転も可能

電源車の配備
４台

（予備３台）

電源車の
追加配備

３台

・中央制御室

ハード対策
（海抜３０ｍ以上に配備）

・ほう酸ポンプ
・余熱除去系

等

炉心冷却手段
の拡大

空冷式非常用
発電装置の設置

８台

夜間訓練

配備した電源車や空冷式非常用発電装置を
すみやかに必要な箇所に接続するための対策

常に８名確保休日・夜間

○マニュアルの整備

電源車の接続訓練

１回平日夜間訓練

６回休日訓練

２２回平日昼間訓練○訓練の実施

○訓練の反映
・夜間のヘッドランプの配備
・作業性向上のため接続端子形状の改善 他

H24.2.9時点の実施回数

○体制の確立

（訓練項目）

・電源車の配置

・電源ケーブル接続

・電源車の運転

・電源車への給油

○接続時間の短縮
・電源車：１３５分 ⇒ 空冷式非常用発電装置：７８分

（全号機への給電が完了するまでの訓練実績）
・接続部の改造により、接続を簡略化

ソフト対策

合計：2310kVA

合計：4710kVA

合計：14600kVA

恒設非常用
発電機

（ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ等）
の設置４台

（中長期で対応）

電源供給手段
の多様化

・非常用炉心冷
却設備

・海水ポンプ
等

燃料：重油（発電所外からの支援なしで約８５日間給電可能）

さらに発電所外からタンクローリーで補給可能

空冷式非常用発電装置から効率的に中央制御室や炉心冷
却設備等に給電できるようにあらかじめケーブルを敷設

更なる電源確保
による裕度向上



16水源確保への対応状況水源確保への対応状況（大飯発電所の例）（大飯発電所の例）

冷
却
水
の
供
給
能
力 炉心冷却

（低温）

冷却手段の
確保

・炉心冷却
（高温）

・燃料ピット

炉心のさら
なる冷却

ハード対策

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電機の
冷却

水源供給源
の多様化

原子炉補機
冷却系統への
給水

海水ポンプ
の代替

訓練：ホースの敷設

訓練：ポンプの配置

配備した消防ポンプ等をすみやかに必要な
箇所に敷設するための対策

○体制の確立
○マニュアルの整備
○訓練の実施

２１回ＳＦＰ給水訓練

１７回ＣＳＤ訓練

２６回ＳＧ給水訓練

○訓練の反映
・ポンプ配置箇所へのマーキング
・連絡を密とするため無線機を配備 他

（訓練項目）

・ポンプの配置

・ホースの敷設

・ポンプの運転

・ポンプへの給油

○資機材の予備
・消防ポンプ 必要台数５３台／総数８８台
・ホース 必要本数６３１本／総数６７０本

ソフト対策

燃料：ガソリン（発電所外からの支援なしで約１６日間給水可能）

さらに発電所外からヘリコプター等で補給可能

消防ポンプ
の配備
２５台

消防ポンプ
の追加配備

＋２８台

可搬式ｴﾝｼﾞﾝ
駆動海水

ﾎﾟﾝﾌﾟの配備
３０台

消防ポンプの総配備数
８８台（予備含む）

総配備数３２台
（予備含む）

12/12配備済
（12/15訓練実施済）

大容量ポンプ
の配備

１台

H24.2.9時点の実施回数

SG:蒸気発生器
SFP:使用済燃料ピット
CSD：冷温停止
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(グランドレベル：+9.7m)

非常用ディーゼル発電機

中央制御室バッテリー室（直流電源盤）

タービン動補助給水ポンプ

(+15.8m)

(+3.5m)

(+21.8m)

(+26.0m)

電動補助給水ポンプ

(+10.0m)

←
EL:0m

浸水対策への対応状況浸水対策への対応状況

扉のシール 配管貫通部シール

津波から守るため浸水対策を実施

中央制御室に給電するために

必要な設備

（バッテリー室／メタクラ室）

蒸気発生器に給水するために

必要な設備

（ポンプ室／メタクラ室）

中央制御室に給電するために
必要な設備

（バッテリー室／高電圧用開閉装置室）

蒸気発生器に給水するために
必要な設備

（ポンプ室／高電圧用開閉装置室）

蒸気発生器

原子炉容器

タービン

復水器

タービン建屋
原子炉周辺建屋

原子炉格納容器
燃料取扱建屋

使用済燃料ピット

(+33.0m)

津波

通常時の海水面
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これまでの取組みこれまでの取組み
～緊急安全対策による安全確保～

安全性向上のためのさらなる取組み安全性向上のためのさらなる取組み（電気事業連合会）（電気事業連合会）

決して二度と「福島事故」を起こさない

ストレステストで評価・確認

● 電源確保

● 冷却確保

● 浸水対策

電源車等の配備による中央制御室等
の電源の確保

消防ポンプ等の配備による原子炉や
蒸気発生器等への供給水の確保

配電盤、バッテリー、ポンプの浸水
対策

世界トップレベルの安全性を確保

① 組織的取組み

• 炉心損傷防止対策
• 格納容器破損防止対策
• 土地汚染による長期避難区域の極小化対策

対策の視点対策の視点 目指すべき目標目指すべき目標

② 継続的な設備改善

• 安全性向上対策を継続的に推進するための
仕組みとして新組織を設立

さらなる取組みさらなる取組み
～世界トップレベルの安全性を目指して～

「多重化」と「多様化」「多重化」と「多様化」
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諸外国の動向も踏まえた最先端の安全対策の推進
海外機関（ＩＮＰＯ※１、ＷＡＮＯ※２等）との密接な連携
諸外国の情報等を収集・分析し、最新知見を各発電所の安全性向上へ展開

各事業者トップのコミットメントに基づく体制
独立性と強い権限を有し、事業者に提言、指導、勧告

高度な技術力を有する人材を確保
産業界の技術力を結集

新組織の設立新組織の設立 （電気事業連合会）（電気事業連合会）

安全性向上対策を継続的に推進するための仕組みとして、
２０１２年内に新組織を設立２０１２年内に新組織を設立

新組織の概要

※１：米国の原子力発電運転協会：Institute of Nuclear Power Operations
※２：世界原子力発電事業者協会：World Association of Nuclear Operators 



20今後のさらなる各種対策今後のさらなる各種対策

【送電線の強化】
（建替など中長期で対応）

【免震事務棟の新設】
（平成28年度中運用開始）

【防波堤のかさ上げ（大飯発電所）】
（平成25年度末竣工予定）

【発電所アクセス道路の整備】
（中長期）

【水素爆発防止対策】
・静的触媒式水素再結合

装置の設置 （中長期）

防潮堤他高さ（大飯発電所）

• 放水路ピット：T.P.＋15m

• 防波堤： T.P.＋８m

• 取水設備周り：T.P.＋６ｍ

【フィルタベントの設置】
長期的避難区域の極小化（中長期）

▼海水面

既設消波

ブロック等

既設セル護岸

ﾌｨﾙﾀ

水素、空気、水蒸気

空 気 、
水蒸気
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（３） 再生可能エネルギー
・火力発電の取組状況
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着工準備中平成26年12月0.05出し平（仮称） ［水力］

着工準備中平成25年度0.05若狭おおい太陽光（仮称） ［太陽光］

着工準備中平成26年度0.05若狭高浜太陽光（仮称） ［太陽光］

着工準備中平成29年12月7.47(0.09)黒部川第二 ３号機※ ［水力］

着工準備中平成27年11月7.38(0.09)黒部川第二 ２号機※ ［水力］

着工準備中平成26年3月4.77(0.1)市荒川 １号機※ ［水力］

着工準備中平成25年9月7.29(0.09)黒部川第二 １号機※ ［水力］

着工準備中平成25年3月3.72(0.17)三尾 １号機※ ［水力］

設備更新完了平成23年4月4.67(0.1)市荒川 ２号機 ※ ［水力 ］

着工準備中平成24年12月0.19新黒薙第二 ［水力］

運転開始平成23年6月0.05大桑野尻 ［水力］

全区画で運転開始平成23年9月１堺太陽光 ［太陽光］

備 考運転開始出力（万kW）発電所名

（出典：Ｈ２３年度供給計画（Ｈ２３．３発表）を更新）

※設備更新工事による 出力増【( )内は増分】

再生可能エネルギー：開発状況再生可能エネルギー：開発状況
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事 業 者 ： 堺市および関西電力
〔普及啓発活動=堺市、建設・運営=関電〕

設 置 場 所 ： 堺市西区築港新町4丁
面 積 ： 約21ha
発 電 出 力 ： 1万kW
発電電力量 ： 約1,100万kWh/年
設 置 形 態 ： 陸上設置
運 転 開 始 ： 全区画運転開始 平成23年9月

堺太陽光発電所堺太陽光発電所

平成２３年９月に堺太陽光発電所（全区画）が営業運転開始。

本発電所の建設や運用を通じて得られた知見を、今後、広く情報公開し、わが国の電力系統の供給信頼度
のさらなる向上を目指す。

また、福井県若狭地域における大規模太陽光発電所の建設を計画。

再生可能エネルギー：太陽光再生可能エネルギー：太陽光

若狭太陽光発電所計画若狭太陽光発電所計画

平成26年度平成25年度竣工予定

約50万ｋＷｈ/年約50万kWｈ/年
推定発電
電力量

約500ｋW約500ｋW発電出力

福井県大飯郡
高浜町安土（調整中）

福井県大飯郡
おおい町犬見

所在地

若狭高浜太陽光
発電所（仮称）

若狭おおい太陽光
発電所（仮称）
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○事業の名称 ：淡路風力発電事業

○事業者 ：関電エネルギー開発㈱

○事業計画地 ：兵庫県淡路市

○発電出力 ：12,000kW（2,000kW/基×６基）

※タワー高さ 80.4ｍ ローター直径 80ｍ

○営業運転開始時期：平成２４年度中（予定）

○年間発電電力量：約2,000万kWh/年（予想）

○環境への貢献

・一般家庭電気使用量 約5.5千世帯相当

・ＣＯ２削減効果 約7千t/年相当

県道
佐野仁井岩屋線

あわじ花さじき

旧

東

浦

町

旧

北

淡

町

旧

凡例

：風車設置エリア

淡路島

淡路市

完成パース図

低炭素社会実現に向けた貢献の一環として当社グループ初となる風力発電所を建設中

再生可能エネルギー：風力再生可能エネルギー：風力
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大桑野尻発電所の例

■維持流量［※］発電計画（大桑野尻発電所）

（読書ダム）高さ：32.10m 流域面積1,342㎢

［※］河川維持流量：ダム下流の景観の保全等、河川環境の維持のために放流する必要流量

河川維持流量や既設設備の活用などを通じた中小水力発電の拡大を実施

 

水圧管路

水車発電機

〔既設の読書発電所〕
最大出力 = 117,100 kW
使用水量 = 118.91 m3/s

〔読書ダム〕
高 さ 32.10 m
流域面積 1,342 km2

放水口

〔大桑野尻発電所〕
最大出力 = 490 kW
使用水量 = 2.82 m3/s
有効落差 = 22.50 m

平成23年5月17日撮影

取水口

水圧管路

水車発電機

〔既設の読書発電所〕
最大出力 = 117,100 kW
使用水量 = 118.91 m3/s

〔読書ダム〕
高 さ 32.10 m
流域面積 1,342 km2

放水口

〔大桑野尻発電所〕
最大出力 = 490 kW
使用水量 = 2.82 m3/s
有効落差 = 22.50 m

平成23年5月17日撮影

取水口

新設発電所

最大出力：490kW

使用水量：2.82㎥/s

有効落差：22.50m

再生可能エネルギー：中小水力再生可能エネルギー：中小水力

平成24年12月（予定）約1,200万kWh／年1,900kW新黒薙第二発電所

発電出力 発電電力量 運転開始

大桑野尻発電所 490kW 約375万kWh／年 平成23年6月

出し平発電所（仮称） 510kW 約170万kWh／年 平成26年12月 (予定)
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石炭火力の舞鶴発電所では、平成20年度からバイオマス燃料である木質ペレットを

燃料とした発電（石炭との混焼）を継続しており、年間約9万tのCO2排出を抑制

■石炭とバイオマス燃料の混焼の概念図

バイオマスサイロ

木質ペレット

■舞鶴発電所の概要

定格出力 運転開始

1号機 90万kW 平成16年8月

2号機 90万kW 平成22年8月

＜年間使用量＞

○使用量：約６万トン

＜効 果＞

○ＣＯ２排出削減量：約9.2万トン－ＣＯ２／年

[石炭消費削減量：約４万トン／年］
「おがくず」「かんなくず」等を乾燥・粉砕し、

圧力を加え、直径６ｍｍから８ｍｍ程度の

円筒状に加圧成形した１００％木質の固形燃料

再生可能エネルギー：バイオマス再生可能エネルギー：バイオマス
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ニッケル水素電池仕様

２５０ｋＷ※出 力

約１００ｋＷｈエネルギー容量

１７７Ａｈ定格容量

５７６Ｖ定格電圧

４８台スタック数

２５０ｋＷ※出 力

約１００ｋＷｈエネルギー容量

１７７Ａｈ定格容量

５７６Ｖ定格電圧

４８台スタック数

【検証内容】
ニッケル水素電池スタック

※インバータを連系した需給制御システムとしての出力

堺太陽光発電所堺太陽光発電所

・太陽光大量導入に対応できる
需給制御システムの研究

・需給制御用としての蓄電池の
適性および寿命評価

・太陽光の規模に見合う蓄電池容量
の評価

インバータ

ニッケル水素電池

【【 】】

お客さま

22kV系統 6.6kV系統 変圧器

お客さま
堺太陽光発電所

石津川変電所での蓄電池連系イメージ

制御装置

77kV系統

変圧器

出力変動等に合わせ
て蓄電池へ電力の入
出力指示

大阪湾

大阪湾

関西電力 本店

大阪湾

大阪湾

堺太陽光発電所

石津川変電所

堺太陽光発電所が連系する石津川変電所構内で、ニッケル水素電池を電力系統につなぎ、需給制御に係わ
る研究を実施（平成２３年９月試験開始）。

再生可能エネルギー：蓄電池を用いた需給制御システム再生可能エネルギー：蓄電池を用いた需給制御システム
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出典：経済産業省 ｢2010年度 風力エネルギー導入可能量に関する調査報告書｣を基に作成

九州

中国
関西

四国

中部

風力の出力変動に
対する調整力を確保し

風力拡大に対応

北陸

融通

融通

調整力に余裕
のある会社

東京

東北

北海道

融通

融通

風力発電の導入拡大に向け、電力会社が一体となった取組みを推進

今後、風力発電の拡大が見込まれる

（特に風力発電が導入可能な地点は
北海道、東北エリアに集中）

今後、風力発電の拡大が見込まれる

（特に風力発電が導入可能な地点は
北海道、東北エリアに集中）

風力発電の大幅な増加が見込まれるエリア

について、連系線を活用し会社間融通を行

うことで、風力の出力変動に対する調整力

を確保

風力発電の大幅な増加が見込まれるエリア

について、連系線を活用し会社間融通を行

うことで、風力の出力変動に対する調整力

を確保

再生可能エネルギー：風力連系拡大への取組み再生可能エネルギー：風力連系拡大への取組み
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コンバインドサイクル発電に設備更新をすることで、火力発電所の高効率化に取り組んでいる。

火力発電の高効率化への取組み火力発電の高効率化への取組み

■コンバインドサイクル発電の概要

本 館

Ｇ

燃焼器

復水器 空気

発電機
排煙脱硝装置

給水ポンプ

ア
ン
モ
ニ
ア

燃料

蒸気

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ

排熱回収ボイラ

煙突

海水 ポンプ

①

②

熱効率
(％)

60

姫路第一発電所
約54％

（1,300℃級GT）

堺港発電所
約58％

（1,500℃級GT）

姫路第二発電所

約60％
（1,600℃級GT）

55

50

H7 H25H10 H15 H20

導入年度

■コンバインドサイクル発電の熱効率の推移

○コンバインドサイクル発電とは、

①LNG燃料を燃焼させ、その燃焼ガスでガス
タービンを回して発電。

②ガスタービンを回した燃焼ガスの排熱を回
収し、水を熱して蒸気を発生。 この発生し
た蒸気で、蒸気タービンを回して発電。

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ入口温度上昇
による高効率化

世界最高水準
の熱効率



30堺港発電所堺港発電所 設備更新設備更新工事の概要工事の概要

平成20年10月 撮影

発電所敷地境界

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

更新後設備
（40万kW×5基）

旧設備
（25万kW×8基）

約76万㎡敷地面積

大阪府堺市西区築港新町1丁2所在地

1号機：H21年4月

5号機：H22年9月

1号機：S39年12月

8号機：S46年 2月
運転開始

約58%約41％熱効率

0.36kg-CO2/kWh0.51kg-CO2/kWhCO2排出原単位

LNGLNG使用燃料

200万ｋW200万kW発電所出力

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電汽力発電発電方式

更新後設備既設設備

■ 概要

汽力発電方式の発電設備を、1,500℃級ガスタービンを用いた高効率のコンバインド

サイクル発電方式へ更新

～ ～
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H27H26H25H24H23H22H21H20

工

程

H19

姫路第二姫路第二発電所発電所 設備更新設備更新工事計画の概要工事計画の概要

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

兵庫県姫路市飾磨区妻鹿常盤町所在地

約86万㎡敷地面積

1号機：H25年10月

6号機：H27年10月

1号機：S38年10月

6号機：S48年11月
運転開始

CO2排出原単位 0.33kg-CO2/kWh0.47kg-CO2/kWh

約60%約42%熱効率

LNGLNG使用燃料

291.9万ｋW255万kW発電所出力

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電汽力発電発電方式

更新後設備既設設備

■ 概要

汽力発電方式の発電設備を、1,600℃級
ガスタービンを用いた高効率のコンバインド
サイクル発電方式へ更新予定

H19.5
方法書届出
▼

【環境影響評価】

準備書届出
▼

審査 H22.7
着工
▼

現況調査等

土木建築工事、機器据付工事

【更新工事】

H25.10
営業運転開始
（1号機）
▽

H27.10
営業運転開始
（6号機）

▽

年度

～ ～

発電所敷地境界
既設設備
（25～60万kW×6基）

更新後設備
（48.65万kW×6基）

評価書届出
▼
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項目２関係資料



33日本固有の事情（需要変動）日本固有の事情（需要変動）

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

関西 2010/8/19

英国 2005/1/25

フランス 2005/2/28

ドイツ 2004/12/4

ノルウェー 2005/1/19

PJM 2006/8/2

CalISO 2006/7/24

Ercot 2006/8/17

[ 各国・各地域の負荷曲線の形状］

関西

（時）

※最大電力＝１００％とした場合の指数

■電気消費の特性

需要変動（特に夏季の平日の朝の立ち上がり）が諸外国に比べ急峻。

ＰＪＭ ： Pennsylvania New Jersey Maryland
CalＩＳＯ ： California ISO
Ercot ： Electric Reliability Council of Texas

※



34緊急時の早期復旧緊急時の早期復旧

電力会社は、緊急時には早期復旧を最優先にした取組みを実施。その際には、全部門が機動
的・横断的に協力・連携し合うことで迅速に対応。

【阪神・淡路大震災】 【東日本大震災】 【台風12号災害】

・平成7年1月17日
・停電：約260万戸
・地震発生から153時間後

復旧完了

・平成23年3月11日
・停電：約850万戸
・6月18日復旧完了
（着手可能なエリア）

・平成23年9月2～4日
・停電：19万5千戸
・他電力応援も含め、

24時間体制で復旧

＜参考＞ライフラインの復旧状況

【阪神・淡路大震災】 【東日本大震災】

出典：再生可能エネルギー政策論（エネルギーフォーラム社刊）出典：消費研究神戸フォーラム

■事故時の復旧



35送配電ネットワークの中立性・公平性の確保送配電ネットワークの中立性・公平性の確保

「内部相互補助の禁止」「情報の目的外利用の禁止」「差別的取扱いの禁止」を行為規制により
確保することで、送配電ネットワークの中立性・公平性を確保している。

電力会社

規制部門の

お客さま

小売

発 電

送配電

小売

発電所

送配電ネットワーク

ＰＰＳ

（新電力）

自由化部門の

お客さま

託送供給

発電所

(自家発等)

電気事業法に基づく
行為規制

送配電部門が託送業務で知り
得た情報を目的外で利用

することを禁止

情報の目的外利用の禁止

差別的取扱いの禁止

特定の電気事業者に不当に差別
的な取扱いをすることを禁止

内部相互補助の禁止

送配電部門の会計を分離している。
送配電部門の利益が一定の水準に
達すると、託送料金を引き下げるこ
とが定められている。

ＥＳＣＪ
（電気事業法で規定）

※

◎ルール策定・監視
①設備形成ﾙｰﾙ ②系統ｱｸｾｽﾙｰﾙ ③系統運用ﾙｰﾙ ④情報開示ﾙｰﾙ

◎紛争時の斡旋・調停
◎電気事業者に対する指導・勧告 等

※電力系統利用協議会（Electric Power System Council of Japan）
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ＰＰＳ（新電力）の需要種別（産業用、業務用別）の販売電力量は、特別高圧、高圧ともに相対的
に業務用のシェアが高く、特別高圧は２０％を超えている。

PPSPPS（新電力）の販売電力量シェア（新電力）の販売電力量シェア

PPS（新電力）の販売電力量シェア

※平成22年度は、11月までの実績

＜第４回制度環境小委（H23.2.16）資料より＞



37電力システム改革に関する国における審議電力システム改革に関する国における審議

電力システム改革について、現在、国の審議会で検討が進められている。

その中で、社会のニーズとともに電力システム改革に関する留意点が提示されている。

●●電気の安定供給責任

・お客さまに対する最終的な供給責任の所在

・供給力確保を担保する仕組み

・電圧・周波数維持義務を負う主体

●低廉で安定した電気料金

・電気料金上昇のリスク

●●お客さまとの信頼関係

・ユニバーサルサービス・ラストリゾートを

負う主体

●●再生可能エネルギーの活用拡大
・大規模電源の集中リスクへの対応策として

再生可能エネルギーの活用拡大

●●競争の促進

・電力会社同士またはＰＰＳ（新電力）との

競争活発化

●●供給力の広域的な活用（需給逼迫時）

・供給力を広域で有効活用するための連系線

の整備

留意点震災以降改めて確認されたニーズ

震災以降改めて確認されたニーズへの対応 公益的課題への対応
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項目３関係資料



39昨夏・今冬の需給実績について昨夏・今冬の需給実績について

1 , 5 0 0

2 , 0 0 0

2 , 5 0 0

3 , 0 0 0

3 , 5 0 0

7/1 8/1 9/1

【昨夏の実績】

日々の最大電力

日々のピーク時供給力

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

3 5 0 0

【今冬の実績】

12/1 1/1 2/1

（kW）

（kW）



40節電のお願いに関する主要なＰＲ（平成節電のお願いに関する主要なＰＲ（平成2323年度年度 夏・冬）夏・冬）

製造業：８９団体 業務用：４５団体

１１万軒（５回）

７，０００軒

１種類

１，２００万枚×３ヶ月

１，２００万枚

５回

１０種類

２５０回

ﾎﾟｽﾀｰ・ﾁﾗｼ設置：１５０自治体

広報誌掲載 ： ３０自治体

９箇所

（実施していない）

２種類

Twitter

５ｺﾝﾃﾝﾂ

夏 （平成２３年９月末時点）

Facebook、Twitter[提供種類]ＳＮＳ

２回[配信回数]携帯電話広告メール

１種類[種類数]パンフレット

製造業：７１団体 業務用：５１団体

１１万軒（３回 ※うち１回は一部に送付）

７，０００軒

１，２００万枚×４ヶ月※３月配布分含む

１，２００万枚

４回

１０種類

４４０回 ※３月末までの実施予定

ﾎﾟｽﾀｰ・ﾁﾗｼ設置：２１０自治体

広報誌掲載 ：１６０自治体

２９箇所

２種類

７ｺﾝﾃﾝﾂ

冬 （平成２４年２月末時点）

[訪問団体数]

[送付軒数（送付回数）]

[訪問軒数]

[配布数]

[配布数]

[出稿回数]

[制作種類数]

[実施回数]

[連携自治体数]

[掲示箇所数]

[制作種類数]

[ｺﾝﾃﾝﾂ数]

業界団体への訪問

ＤＭ送付（小口）

全数訪問（大口）
法人の

お客さま

街頭ＰＲ

垂幕（当社事業所掲示）

自治体様との連携

ポスター

ホームページ

共通

検針票

全戸チラシ
ご家庭の

お客さま

対象

テレビＣＭ・ラジオＣＭ

新聞広告・折込広告

ＰＲ方法

４．５万軒

（実施していない）

１．５万本

４．３万件

夏 （平成２３年９月末時点）

[登録軒数]

[応募件数]

[問い合わせ本数]

[登録件数]

新規登録キャンペーンを実施するとともに、ＨＰ、ﾎﾟｽﾀｰ、CM、新聞広告、全戸ﾁﾗｼ、検
針票、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等でＰＲ

教育委員会様のご協力をいただき、管内の小学校等への配布したことに加え、ＨＰ、新
聞広告、全戸ﾁﾗｼ、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等でＰＲ

節電専用ダイヤルを設置し、あらゆる告知の際に電話番号を掲載するなどによりＰＲ

ＨＰ、ﾎﾟｽﾀｰ、広告ﾒｰﾙ、街頭ＰＲ、CM、新聞広告、全戸ﾁﾗｼ、検針票、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等でＰＲ

ＰＲ方法 冬 （平成２４年２月末時点）

１０．５万軒はぴｅみる電

３，３００通小学生 冬の節電チャレンジ

１．３万本お問い合わせ専用ダイヤル

９．０万件需給逼迫のお知らせメール

＜主要なＰＲ実績（夏・冬）＞

＜参考：各種施策ＰＲ・実績＞

節電のお願い、節電方法のご紹介、でんき予報、
週間でんき予報、需給状況のお知らせメール

同左＋
節電チャレンジ、ポカポカ大作戦



41冬の節電のお願い冬の節電のお願い 主要ＰＲツール主要ＰＲツール

■テレビＣＭ

■ポスター

＜冬の節電のお願い「概要」篇＞

■パンフレット

＜11/5出稿＞

＜12/19出稿＞

＜1/15折込＞

■新聞広告 ■全戸チラシ
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[年負荷率（％）]
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200Ｓ63.1
産業用季節別時間帯別電力

Ｓ63.1
産業用季節別時間帯別電力

Ｈ2.11
時間帯別電灯

Ｈ2.11
時間帯別電灯

Ｈ8.1
業務用季節別時間帯別電力

Ｈ8.1
業務用季節別時間帯別電力

Ｈ12.4
季節別時間帯別電灯

Ｈ12.4
季節別時間帯別電灯

[契約口数（万口）]

年負荷率および時間帯別料金メニューの契約口数推移

需要抑制に資する取組み①（時間帯別料金メニュー）需要抑制に資する取組み①（時間帯別料金メニュー）

■ ピーク時の需要抑制・負荷平準化への取組みとして、昭和６３年１月の産業用季節別時間帯別電力の導入

以降、時間帯別料金メニューを積極的に導入。

■ 時間帯別料金メニューの導入時に比べ、年負荷率は改善傾向にある。

※自由化分野は標準メニューのみ計上している



43３段料金・時間帯別料金メニューの概要（規制分野）３段料金・時間帯別料金メニューの概要（規制分野）

イメージ

○昼夜間別の料金を設定

・昼間から夜間への負荷移行を図るため、昼間時間（7～
23時）の料金を比較的高く、夜間時間の（23～7時）の料
金を比較的安く設定

○平成2年から採用

時間帯別電灯

○使用量区分に応じて３段階に分けた料金を設定

・第１段：生活必需的な消費量に相当し、比較的安い料金

・第２段：ほぼ平均費用に見合った料金

・第３段：省エネルギーの推進を図り、費用の上昇傾向を
反映させた比較的高い料金

○従量電灯Ａ・Ｂ、時間帯別電灯で採用（昭和49年から）

３段料金制

季節別時間帯別
電灯

名称

○季節別時間帯別の料金を設定

・昼間から夜間・生活時間等への負荷移行を図るため、
昼間（10～17時・夏季他季別）の料金を比較的高く、夜
間（23～7時）、生活（昼間・夜間以外）の料金を比較的
安く設定

○平成12年から採用

制度概要

２３時 （円）

昼間生活夜間

夏季の昼間は
さらに高く

[時間帯別イメージ] [電力料金単価イメージ]

安い

121kWh～ 301kWh～

１段

２段

３段

比較的
安い

平均的

比較的
高い

（円）

[電力料金単価イメージ]

夜間

昼間

２３時

７時

[時間帯別イメージ]

１７時

１０時

７時

夜間

昼間

生活

生活
比較的
高い

（円）

昼間夜間

[電力料金単価イメージ]

平均的

比較的

高い比較的

安い

91kWh～ 231kWh～
安い

１段

２段

３段

比較的
安い



44時間帯別料金メニューの概要（自由化分野）時間帯別料金メニューの概要（自由化分野）

＜電力量料金単価イメージ＞

＜時間帯区分＞

イメージ

重負荷（夏季：10～17時）の料金を比較的

高く設定する一方、昼間（8～22時）の料金

は、重負荷より安く設定し、更に夜間（22～

8時）の料金を昼間より安く設定することに

より、重負荷から昼間・夜間への負荷移行

を図る。

季節別時間帯別

電力

業務用

（平成８年１月）

産業用

（昭和６３年１月）

名称 制度概要

２２時

１７時

１０時

８時

[夏季（7～9月）] [その他季（10～6月）]

２２時

昼間

夜間昼間

昼間
重負荷

[休日等]

夜間

夜間

８時

（円）

重負荷昼間夜間

安い

比較的
高い比較的

安い



45需要抑制に資する取組み②（需給調整メニュー）需要抑制に資する取組み②（需給調整メニュー）

需
給
調
整

24口
約37万kW

24口
約37万kW

26口
約38万kW

・当社の供給設備の事故、予想外の需要の急増による電力需給逼迫時に強制的、

もしくは当社からの通告で負荷を遮断することに対し電気料金を割引。
瞬時調整特約

随
時
調
整
契
約

8口
約1万kW

4口
約1万kW

---
・当社からの通告により、翌日に実施される大幅な負荷抑制に対し電気料金を

割引。
通告調整特約

32口,約38万kＷ28口,約37万kW26口,約38万kW随時調整契約の合計

H23.冬季H23.夏季H22年度概 要

・空調機器の一部停止や自家発の発電増加など月単位での負荷調整。

ピーク時間

調整特約

約61,000口
約53万kW

約1,700口

約100万kW

・最大需要電力が前年同月の最大需要電力を下回る場合に、それに相当する
電気料金を割引。

・プラントの補修や長期休日の設定など、週単位での負荷調整。

・休日の振替や新たな休日の設定など、１日単位での負荷調整。

需給調整特約Ｓ

操業調整特約

休日特約

約66,000口
約28万kW

---

約2,000口

約84万kＷ

約240口

約10万kW

計
画
調
整
特
約

24時0

空調機器の一部停止
自家発の発電増加

割引対象電力

日火月 土金木水

生産ラインの一部をメンテナンス 割引対象電力

※前年同月の最大需要電力と、
当月の最大需要電力との差の合計

最大需要電力

8月分 9月分10月分（前年同月） 8月分 9月分10月分（当該月）

割引対象電力

※数値についてはすべて2/19時点現在の概数で、四捨五入の関係上小計が合わない場合があります

火月 日土金木水

新
た
な
休
日 保安

電力

新
た
な
休
日

新
た
な
操
業

新
た
な
操
業

割引対象電力

※前年同月の最大需要電力と、
当月の最大需要電力との差の合計

※Ｈ22年度夏季最大電力発生日
（8/19）における値

※計画調整特約kWは,契約調整
電力の合計値が最大の日
における値

拡 充

新たに設定

※随時調整契約kWは契約値

新たに設定

新たに設定

新たに設定 新たに設定

※計画調整特約kWは,契約調整
電力の合計値が最大の日
における値



46需要抑制に資する取組み③（ご使用状況の「見える化」）需要抑制に資する取組み③（ご使用状況の「見える化」）

■ お客さまが使用形態や需給逼迫時の需給状況を把握し、電気の使い方を工夫できるよう、

ご使用状況の「見える化」に取り組んでいる。

■ 具体的には、お客さまのご使用実績をお知らせする「はぴｅみる電」、需給逼迫時の需給状況を

お知らせする「でんき予報」を提供。

でんき予報

（インターネット上で予想最大電力やピーク時の供給力等を「見える化」）

はぴｅみる電

（インターネット上の電気ご使用量照会サービス）

供給力が
毎日変わる理由

供給力に関するお知らせ

（17時～18時）

昨日の使用電力状況

関西電力の電源設備
（各月の供給力の内訳） 12月×日×時××分

※本日（９時～２１時）の１時間ごとの使用電力予想

12月×日×時×分更新現在の使用電力状況（12月XX日 XX時台）

ピーク時供給力

使用電力

使用率（％）

遠隔検針のお客さまには、１時間単位で
電気の使用量をグラフ表示
（その他のお客さまは１ヶ月単位で表示）

前月比・前年同月比を表示

当月使用量から
ＣＯ２排出量を
表示

省エネ目標を
立てて結果を
記録できる

前日の結果を開示

現在の状況を１時間毎
に更新

当日の需要予想、予想
使用率を掲載



47電気料金メニュー等に関するＰＲ電気料金メニュー等に関するＰＲ

法人のお客さま向け法人のお客さま向け
http://www1.kepco.co.jp/yakkan/index.htmlhttp://www1.kepco.co.jp/yakkan/index.html

個人のお客さま向け個人のお客さま向け
http://www1.kepco.co.jp/home/ryoukin/index.htmlhttp://www1.kepco.co.jp/home/ryoukin/index.html

当社ＨＰトップ画面
http://www.kepco.co.jp/

当社ＨＰトップ画面当社ＨＰトップ画面
http://www.kepco.co.jp/

主な電気料金メニューに関する情報のHPへの掲載に加え、パンフレット等を営業所の店頭に配置する等して、適宜
お客さまへお渡ししている。

主な電気料金メニューに関する情報のHPへの掲載に加え、パンフレット等を営業所の店頭に配置する等して、適宜
お客さまへお渡ししている。

＜法人のお客さま向け＞＜個人のお客さま向け＞

＜ＨＰでの掲載例＞ ＜ＨＰでの掲載例＞

■ 需要抑制に関する取組みや主な電気料金メニューのメニュー概要や料金単価等をＨＰ等でお知らせしている。

でんき予報

はぴｅ
みる電



48スマートメーター（新計量システム）の概要スマートメーター（新計量システム）の概要

営業所

集約装置
（データを中継）

光
ケー

ブル
など

電気のご使用情報をお知らせ
『はぴｅみる電』

自動検針のお客さまについては、
１時間単位で電気の使用量を
翌日にグラフ表示可

自動検針のお客さまについては、
１時間単位で電気の使用量を
翌日にグラフ表示可

集約装置まで通信費用のかからない
無線バケツリレー方式で伝送

計量ユニット
・無停電で 「安全」
かつ 「効率的」に
取替え可能

・計量法による
検定対象は､
当ﾕﾆｯﾄのみ

開閉ユニット
・供給停止/解除
の切替

通信ユニット
・計量ﾃﾞｰﾀを伝送
・無線、ＰＬＣの
両方式を開発

○○従来ﾒｰﾀｰの設置ｽﾍﾟｰｽ従来ﾒｰﾀｰの設置ｽﾍﾟｰｽ
に収まるサイズに収まるサイズ

○○必要に応じて必要に応じて
ﾕﾆｯﾄ毎に取替可能ﾕﾆｯﾄ毎に取替可能

『『 ユニット式メーターユニット式メーター 』』

データセンタ

遠隔で収集したﾒｰﾀｰ指示数（３０分毎）
から、お客さまの契約内容に応じた
電気料金を計算

日別表示

時間別表示

■ 当社は、欧米でスマートメーターが注目され始める以前から、お客さまサービスの向上と業務運営の効率

化を目指して、スマートメーターの導入に取り組んでいる。
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項目４関係資料
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△ 3,530

△ 4,450

△ 4,350

△ 800
増減

1,000

1,600

1,900

28,900
4月公表

△ 4,3001,400△ 2,900△2,450営業損益

△ 80025,80025,00028,100売上高

△ 3,430780△ 2,650△2,530当期純損益

△ 4,4001,200△ 3,200△2,850経常損益

増減4月公表今回予想今回予想

個別連結
（単位：億円）

69127為替レート ：１円/$

6695原子力利用率 ：１％

4857金利 ：１％

3567全日本原油ＣＩＦ価格 ：１$/ｂ

1115出水率 ：１％

4月公表今回予想（単位：億円）

＜主要データ＞ ＜影響額＞

（－）

（－）

（－）

20112011年度年度 業績予想（対４月公表）業績予想（対４月公表）

508500電灯

977960電力

85程度79程度為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ）（円/$）

1.5程度1.5程度金利（長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ）（％）

110程度

100
80程度

1,485
4月公表

38程度原子力利用率（％）

1,459販売電力量（億kWh）

113程度全日本原油ＣＩＦ価格（$/ｂ）

106.9出水率（％）

今回予想

＊上記の｢影響額｣については、一定の前提に基づき算定した
理論値であり、前提諸元が急激かつ大幅に変動する場合等には、
上記の影響額により算出される変動影響が実際の費用変動と
乖離する場合があります。

（－）

（－）

（－）

（△3.1％）（△2.8％）
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Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

電気事業固定資産の推移電気事業固定資産の推移

設備投資の効率化等により、電気事業固定資産は、２４％低減（平成１１年度末比）

２４％低減

≪ 電気事業固定資産の推移≫

（億円）
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5,000
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7,000

8,000

S49 S52 S55 S58 S61 H１ H４ H７ H１０ H１３ H１６ H１９ H２２

設備投資の効率化設備投資の効率化

近年の電気事業者による効率化の推進、電力需要の伸びの鈍化に伴い、新たな設備の拡充
に係る設備投資は減少。

今後、過去に建設してきた設備の更新時期を迎えることとなるが、建設費の抑制に努めつつ、
電力設備の更新を着実に推進。

≪ 設備投資額の推移≫
効率化の進展、電
力需要の伸びの鈍
化等により、設備
投資が減少（億円）

電力需要の増加に対応する
ための設備投資の増

過去に形成さ
れ、高経年化
が進む電力設
備の更新投資
が必要に
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1,000
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2,000
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3,000

3,500

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

修繕費の効率化修繕費の効率化

近年は、電力設備の高経年化対策等による負担が増加しているものの、設備保全の効率化
により修繕費を削減。

（億円）
（円／ｋＷｈ）

≪ 修繕費の推移≫

販売電力量あたり

修繕費（右軸）

１８％低減

販売電力量あたり修繕費：１８％低減（平成１１年度比）

修繕費（左軸）
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

諸経費の効率化諸経費の効率化

業務運営の効率化やＩＴの活用などにより諸経費を削減。

（億円） （円／ｋＷｈ）

諸経費の内訳：消耗品費、賃借料、委託費、普及開発関係費、養成費、研究費、諸費（排出権償却費除く）

≪ 諸経費の推移）≫

販売電力量あたり

諸経費（右軸）諸経費（左軸）

販売電力量あたり諸経費：7％低減（平成１１年度比）

7％低減
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

人件費の効率化人件費の効率化

要員の効率化（※）や諸制度の見直しなど、不断の努力により人件費を削減。

（億円） （円／ｋＷｈ）

≪ 人件費の推移≫

人件費（左軸）

販売電力量あたり

人件費（右軸）

人件費の内訳：役員給与、給料手当、給料手当振替額、退職給与金、厚生費、委託検針費、委託集金費、雑給

３４％低減

販売電力量あたり人件費：３４％低減（平成１１年度比）

※ 従業員数 ： Ｈ１１年度末 26,248名→ Ｈ２２年度末 22,207名（▲4,041名）



56業務運営効率化の主な具体例①業務運営効率化の主な具体例①

－

《H15年度》

▲２１箇所▲２１箇所

〔38→17箇所〕

営業所の統廃合

－

《H15年度》

▲９箇所▲９箇所

〔17→8箇所〕

電力所の再編

－

《H17年度》

▲８箇所▲８箇所

〔10→2箇所〕

保養所の廃止

・年金資産の運用結果が、収支に影響を
与えない仕組みに変更

（収支の安定化）
確定拠出年金制度

の導入

・組織、業務運営の見直し

・採用の抑制

・期間を限定した早期退職の実施等

《H11→H22年度末》

▲４，０４１名▲４，０４１名

〔26,248→22,207名〕

人員の削減

（期末在籍人員）

人事労務諸制度

の見直し

・制御所の運転機能を８支店２支社の給

電制御所へ移管

《H13→H20年度》

▲６０箇所▲６０箇所

〔60→0箇所〕

制御所の廃止

組織・事業運営

の効率化

取取 組組 みみ 内内 容容項項 目目



57業務運営効率化の主な具体例②業務運営効率化の主な具体例②

・グループの間接業務を「関電オフィス

ワーク」に一元化
－

間接業務の集約
化

・賃金等労働条件を業界並み水準に－労働条件の見直し

・発電保全や発電エンジニアリング等の

関係会社を、分野・機能別に特化

《H16→H17年度末》

▲１７社▲１７社

〔29→12社〕

関係会社の整理・
統合

グループ事業

の再編

・Ｈ１２年に宅地建物取引業免許を取得

し土地の有効活用を開始

・鉄塔跡地等の不要資産を積極的に売

却

・事業所の統廃合や社宅・寮の効率化な

どにより生み出された土地についても売

却や貸与を推進

《H12→H22年度》

約３，５００件、約３，５００件、

４００万㎡４００万㎡の土地を

５９４億円５９４億円で売却

土地の有効活用

取取 組組 みみ 内内 容容項項 目目
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効率化の成果として、過去10年間で5回にわたり、単純累計で17.33％の電気料金引下げを実施。

※ＩＰＰや他電力会社等から購入する電力に対する支払い。

≪経常費用内訳の推移（経常費用÷販売電力量）≫

電気料金の低減について（費用構造の変化）電気料金の低減について（費用構造の変化）

3.97 4. 37 4 .5 4
4 .0 0 4 . 1 9 3 . 7 3 3. 67 3. 73 3 .6 5 3 .9 2 3 .7 5 3 .5 1

1 . 24
1. 23 1 .2 3

1 .2 0 1 . 1 7
1 . 1 1 1. 08 1. 07 1 .0 1

1 .0 4 1 .0 3 1 .0 1

2 . 96
2. 84 2 .8 3

2 .7 0 2 . 7 7
2 . 4 8 2. 30 2. 11 2 .0 8

2 .1 5 2 .2 8 2 .2 5

2 . 22 1. 95 1 .7 5

1 .4 6 1 . 3 3

1 . 2 7 1. 42 1. 60 1 .5 3
1 .8 1 2 .0 2

1 .8 3

2 . 39 2. 06 1 .9 9

2 .5 9 2 . 3 6

2 . 0 2
1. 67 1. 41 1 .4 1

1 .6 2 1 .6 7
1 .5 8

2 . 31 2. 59 2 .8 6
2 .8 7 2 . 6 5

2 . 8 3
2. 75 2. 82

2 .5 2

3 .2 3 2 .4 9
2 .5 0

1 . 70 1. 89 1 .7 1
1 .4 3

1 . 2 0

1 . 6 8
2. 04 2. 43 3 .7 0

4 .3 8

2 .4 8
2 .5 6

0

2

4

6

8

1 0

1 2

1 4

1 6

1 8

2 0

H 11 H 12 H 13 H 1 4 H 1 5 H 1 6 H 1 7 H 1 8 H 1 9 H 2 0 H 2 1 H 2 2

燃料費

購入電力料（※）

人件費

修繕費

減価償却費

公租公課

その他経費
支払利息等

（円／ｋＷｈ）

人件費・減価償却費・修繕費といった事業者の経営努力が及ぶコストについては低減。

▲２．９１％

Ｈ１８．４

▲０．３４％

Ｈ２０．９

▲４．５３％▲５．３５％▲４．２０％
改定率

（規制分野※）

Ｈ１７．４Ｈ１４．１０Ｈ１２．１０実施年月

※規制分野の範囲は以下のとおり。
・平成12年10月１日～：電灯、低圧・高圧電力 ・平成17年4月1日～：電灯、低圧電力

＜参考：当社の料金改定実績（届出制開始以降）＞
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H22指数

出典：「消費者物価指数」総務省統計局

化石燃料価格が高騰している状況の中、他の公共料金に比べて、電気料金は引下げに取り組

んできた。

(1980年度) (2010年度)(2000年度)(1990年度)

Ｓ５５年を１００として計算

73 電気

180 郵便

192 バス

203 水道

98 都市ガス

60 固定電話

146 JR

公共料金の推移公共料金の推移
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財務体質の強化財務体質の強化

効率化成果の一部を内部留保することで財務体質を強化し、資金調達コストを抑制することで、

電気料金を中長期的に安定化・低廉化。

また、収支悪化のタイミングにおいても内部留保を取り崩すことにより、値上げを回避。

≪有利子負債残高と自己資本比率の推移≫

自己資本比率（右軸）

有利子負債残高（左軸）

財務体質強化

内部留保取崩し

（億円） （％）

内部留保取崩し

※H23年度は見通し＜参考：当社支払い利息の推移（億円）＞


